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(単位：円)

資産の部

Ⅰ　固定資産

　１　有形固定資産

　　　　土地 1,234,960,000

　　　　建物 3,486,099,320

　　　　　減価償却累計額 △ 1,487,212,676 1,998,886,644

　　　　構築物 220,160,356

　　　　　減価償却累計額 △ 162,903,863 57,256,493

　　　　工具器具備品 89,941,344

　　　　　減価償却累計額 △ 67,646,415 22,294,929

　　　　図書 422,569,022

　　　　車両運搬具 5,514,676

　　　　　減価償却累計額 △ 5,438,276 76,400

　　　　　　有形固定資産合計 3,736,043,488

　２　無形固定資産

　　　　電話加入権 4,000

　　　　　　無形固定資産合計 4,000

　３　投資その他の資産

　　　　長期前払費用 15,675,000

　　　　その他 156,740

　　　　　　投資その他の資産合計 15,831,740

　　　　　　　固定資産合計 3,751,879,228

Ⅱ　流動資産

　　　現金及び預金 265,132,603

　　　未収入金 127,210

　　　たな卸資産 161,216

　　　立替金 236,484

　　　　　流動資産合計 265,657,513

　　　　　　　　資産合計 4,017,536,741

貸　借　対　照　表

(令和3年3月31日)
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(単位：円)

負債の部

Ⅰ　固定負債

　　　資産見返負債

　　　　資産見返運営費交付金等 114,526,821

　　　　資産見返寄附金 8,178,566

　　　　資産見返物品受贈額 373,224,381 495,929,768

　　　　　固定負債合計 495,929,768

Ⅱ　流動負債

　　　運営費交付金債務 4,648,714

　　　預り科学研究費補助金等 7,223,002

　　　預り金 10,361,234

　　　未払金 94,193,945

　　　未払費用 2,518,969

　　　短期リース債務 2,094,085

　　　　　流動負債合計 121,039,949

　　　　　　負債合計 616,969,717

純資産の部

Ⅰ　資本金

　　　地方公共団体出資金 4,717,680,000

　　　　資本金合計 4,717,680,000

Ⅱ　資本剰余金

　　　資本剰余金 34,271,261

　　　損益外減価償却累計額（△） △ 1,505,254,178

　　　　資本剰余金合計 △ 1,470,982,917

Ⅲ　利益剰余金

57,870,389

57,749,081

　　　当期未処分利益 38,250,471

　　　（うち当期総利益） （ 38,250,471 ）

　　　　利益剰余金合計 153,869,941

　　　　　純資産合計 3,400,567,024

　　　　　　負債純資産合計 4,017,536,741

         教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設設備の改善等積立金

　　　前中期目標期間繰越積立金
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(単位：円)

経常費用

　業務費

　　教育経費 95,683,118

　　研究経費 39,134,501

　　教育研究支援経費 92,622,733

　　役員人件費 47,368,610

　　教員人件費 519,755,921

　　職員人件費 138,193,044 932,757,927

　一般管理費 91,251,783

　財務費用

　　支払利息 61,860

　　その他財務費用 0 61,860

　雑損 192,799

　　　　経常費用合計 1,024,264,369

経常収益

　運営費交付金収益 770,808,443

　授業料収益 187,077,031

　入学金収益 23,921,600

　検定料収益 5,335,200

　補助金等収益 2,357,333

　資産見返負債戻入

　　資産見返運営費交付金等戻入 2,558,141

　　資産見返寄附金戻入 168,796

　　資産見返物品受贈額戻入 20,309,417 23,036,354

　財務収益

　　受取利息 3,023

　雑益

　　財産貸付料収入 7,916,625

　　文献複写料収入 421,090

　　科学研究費補助金間接経費収入 1,711,083

　　その他の雑益 4,855,160 14,903,958

　　　　経常収益合計 1,027,442,942

　　　　　経常利益 3,178,573

臨時損失

　固定資産除却損 1

　その他臨時損失 3,503,575 3,503,576

当期純利益 △ 325,003

目的積立金取崩額 38,575,474

当期総利益 38,250,471

損　益　計　算　書

(令和2年4月1日～令和3年3月31日)
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（単位：円）

　Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 199,114,708

　　　　　人件費支出 △ 650,535,757

　　　　　その他の業務支出 △ 83,523,397

　　　　　運営費交付金収入 783,630,000

　　　　　授業料収入 178,478,600

　　　　　入学金収入 23,921,600

　　　　　検定料収入 5,335,200

          補助金収入 2,320,000

　　　　　その他の収入 15,285,664

　　　　　預り金収支差額 5,153,084

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 80,950,286

　Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　定期預金の預入による支出 △ 50,000,000

　　　　　定期預金の払戻による収入 50,000,000

　　　　　有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 18,855,126

　　　　　投資その他の資産の取得による支出 △ 15,675,000

　　　　　　　　　小　　計 △ 34,530,126

　　　　　利息及び配当金の受取額 3,023

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 34,527,103

　Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　リース債務の返済による支出 △ 2,471,792

　　　　　　　　　小　　計 △ 2,471,792

　　　　　利息の支払額 △ 61,860

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,533,652

　Ⅳ　資金増加額 43,889,531

　Ⅴ　資金期首残高 171,243,072

　Ⅵ　資金期末残高 215,132,603

キャッシュ・フロー計算書

（令和2年4月1日～令和3年3月31日）
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(単位：円)

Ⅰ　当期未処分利益　 38,250,471

　　　当期総利益　 38,250,471

Ⅱ　利益処分額

　　　設立団体の長の承認を受けようとする額

利益の処分に関する書類(案)

　　　地方独立行政法人法第40条第３項により

　　　　教育研究の質の向上並びに組織運営及
38,250,471 38,250,471

　　　　び施設設備の改善等積立金

5
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（単位：円）

　Ⅰ　業務費用

　（１）損益計算書上の費用

　　　業務費 932,757,927

　　　一般管理費 91,251,783

　　　財務費用 61,860

　　　雑損 192,799 1,024,264,369

　（２）（控除）自己収入等

　　　授業料収益 △ 187,077,031

　　　入学金収益 △ 23,921,600

　　　検定料収益 △ 5,335,200

      寄附金収益 0

　　　資産見返負債戻入 △ 961,551

　　　財務収益 △ 3,023

　　　財産貸付料収入 △ 7,916,625

    　文献複写料収入 △ 421,090

　　　その他雑益 △ 4,855,160 △ 230,491,280

　　業務費用合計 793,773,089

　Ⅱ　損益外減価償却相当額 80,206,949

　Ⅲ　引当外賞与増加見積額 △ 1,420,652

　Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 73,070,988

　Ⅴ　機会費用

　　　国又は地方公共団体財産の無償又は減額

　　　された使用料による貸借取引の機会費用

　　　地方公共団体出資の機会費用 4,940,007 10,488,787

　Ⅵ　行政サービス実施コスト 956,119,161

行政サービス実施コスト計算書

（令和2年4月1日～令和3年3月31日）

5,548,780
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注 記 事 項   

 

Ⅰ 重要な会計方針 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

期間進行基準を採用しています。 

なお、岐阜県から使途の特定を受けている運営費交付金については費用進行基準を採用しています。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

定額法を採用しています。 

耐用年数については、法人税法に基づく耐用年数を採用し、岐阜県から承継した固定資産については承継時

の残存耐用年数により償却しています。 

ただし、リース資産については、リース期間を耐用年数とする定額法に基づき償却しています。 

また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第85）の減価償却相当額については、損益外減価償却累

計額として資本剰余金から控除して表示しています。 

（１）有形固定資産 

主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

建物      5～37 年 

構築物     4～30 年 

工具器具備品  4～ 8 年 

車両運搬具     6 年 

（２）無形固定資産 

主な資産の利用可能期間は以下のとおりです。 

ソフトウェア    5 年 

 

３．引当金及び見積額の計上基準 

 （１）賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

   賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金は計上していません。 

   なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第86

第2項に基づき計算された当事業年度末の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計

上しています。 

 （２）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

   退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上して

いません。 

   なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人会計基準

第87第4項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しています。 

 

４．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法に基づく低価法により評価しています。 

 

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１）国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法 

固定資産税評価額に基づき計算しています。 

（２）地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率 

「地方独立行政法人における行政サービス実施コスト計算書の機会費用算定の取扱いについて（留意
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事項）」（令和元年5月29日付け総務省事務連絡）に基づき、令和3年3月末における10年利付国債の利回

りを参考に0.104％として計算しています。 

 

６．リース取引の会計処理方法 

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっています。 

 

７．消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。 

 

 

Ⅱ 貸借対照表関係 

  運営費交付金から充当されるべき賞与見積額     39,751,070円 

  運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額  345,047,171円 

  （岐阜県からの派遣職員に対する退職給付見積額は、上記金額から除いています。） 

 

 

Ⅲ キャッシュ・フロー計算書関係 

１．資金の期末残高の貸借対照表科目の内訳 

    現金及び預金  265,132,603円  

    うち定期預金   50,000,000円   

資金期末残高  215,132,603円 

 

２．重要な非資金取引 

現物寄附による固定資産の取得 

   図書         333,609円 

 

 

Ⅳ 行政サービス実施コスト計算書関係 

１．引当外退職給付増加見積額には、岐阜県からの派遣職員に係る見積分1,854,271円が含まれています。 

 

２．機会費用の内訳 

  無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用は羽島市によるもの、地方公共団体出資の機会費用は

岐阜県によるものです。 

 

 

Ⅴ 金融商品の時価等に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については短期的な預金並びに国債、地方債及び政府保証債等に限定し、設立団体から

の長期借入及び金融機関からの短期借入により資金調達を行うものとしています。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額(*1) 

(1)現金及び預金 

(2)未収入金 

(3)リース債務 

(4)未払金 

265,132,603  

127,210  

(0) 

(94,193,945) 

265,132,603  

127,210  

 (0) 

(94,193,945) 

－ 

－  

－ 

 － 

(*1) 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

(注) 金融商品の時価の算定方法 

(1)現金及び預金、(2)未収入金、(4)未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

  (3)リース債務 

    リース債務の時価については、元利金の合計額を、新規にリース取引を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。 

 

 

Ⅵ 資産除去債務に関する注記 

 当法人は羽島市と土地使用貸借契約を締結し、当該借地上に職員宿舎の建物を有しており、契約解除の際に

は原状回復に係る債務を有しております。 

 資産除去債務の見積もり額は、大学運営全体からみて金額的に重要性はないため、当該債務に見合う資産除

去債務は計上しておりません。 

 

Ⅶ 賃貸等不動産の時価等に関する注記 

該当する事項はありません。 

 

Ⅷ 重要な債務負担行為 

該当する事項はありません。 

 

Ⅸ 重要な後発事象 

該当する事項はありません。 



附　属　明　細　書

（１）固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第85　特定の償却資産の減価にかかる会計処理」及び「第88　資産除去債務に係る特定
の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

（単位：円）

資産の種類 期首残高
当期

増加額
当期

減少額
期末残高

減価償却累計額 減損損失累計額

0

差引
当期末残高

摘
要

当期償却額
当期

損益内
当期

損益外

0

有形固定資産
（特定償却資

産）

建物 2,853,019,320 0 0 2,853,019,320

建物附属設備 633,080,000 0 0

工具器具備品 19,738,747 0 0 19,738,747

633,080,000

0

854,132,682 77,830,592 0 0 0

5,212,537

車両運搬具 3,591,691 0 0 3,591,691 3,515,292 354,425 0

0 0

1,998,886,638

6

14,526,210 2,021,932

633,079,994 0 0

有形固定資産
（特定償却資産

以外）

構築物 220,160,356 0 0 220,160,356

0 0 76,399

計 3,509,429,758 0 0 3,509,429,758 1,505,254,178 80,206,949

162,903,863 4,265,028 0 0 0 57,256,493

0 0 0 2,004,175,580

図書 434,616,754 5,028,831 17,076,563 422,569,022

工具器具備品 57,236,269 15,400,000 2,433,672 70,202,597

0 0 0 0 0 422,569,022

4,474,300 0 0 0 17,082,39253,120,205

計 713,936,364 20,428,831 19,510,235 714,854,960

車両運搬具 1,922,985 0 0 1,922,985

217,947,052 8,739,328 0 0 0 496,907,908

0 0 0 0 11,922,984

0 0 0 0 0 1,234,960,000
非償却資産

土地 1,234,960,000 0 0 1,234,960,000

計 1,234,960,000 0 0 1,234,960,0001,234,960,000 0 0 0 0 0

有形固定資産
合計

土地 1,234,960,000 0 0 1,234,960,000 0 0 0

構築物 220,160,356 0 0 220,160,356

建物附属設備 633,080,000 0 0 633,080,000 633,079,994

162,903,863 4,265,028 0

6,496,232

0 0 1,234,960,000

建物 2,853,019,320 0 0 2,853,019,320 854,132,682 77,830,592 0 0 0 1,998,886,638

0 0 57,256,493

0 0 0 0 6

図書 434,616,754 5,028,831 17,076,563 422,569,022

工具器具備品 76,975,016 15,400,000 2,433,672 89,941,344

0 0 0 0 0 422,569,022

0 0 0 22,294,92967,646,415

計 5,458,326,122 20,428,831 19,510,235 5,459,244,718

車両運搬具 5,514,676 0 0 5,514,676

1,723,201,230 88,946,277 0 0 0 3,736,043,488

354,425 0 0 0 76,4005,438,276

0 0 0 0 0 0

無形固定資産

ソフトウェア 9,446,328 0 9,446,328 0

電話加入権 4,000 0 0 4,000

計 9,450,328 0 9,446,328 4,000 0 0 0 0

4,000 0 0 0 0 0

0 4,000

投資その他の
資産

長期前払費用 0 16,500,000 825,000 15,675,000 0 0

計 117,900 16,538,840 825,000 15,831,740 0 0

0 0 0 15,675,000

その他 117,900 38,840 0 156,740 0

0 0 0 15,831,740

0 0 0 0 156,740
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（２）たな卸資産の明細

（３）有価証券の明細
該当事項はありません。

（４）長期貸付金の明細
該当事項はありません。

（５）長期借入金の明細
該当事項はありません。

（６）引当金の明細
該当事項はありません。

（７）資産除去債務の明細
該当事項はありません。

（８）保証債務の明細

該当事項はありません。

（９）資本金及び資本剰余金の明細

（注１）資本金の期首残高には、岐阜県から承継された資産の価額を記載しています。

（注２）資本剰余金の期首残高には、岐阜県から譲与された資産の価額を記載しています。

（１０）積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

①積立金及び目的積立金の明細

（注 １）当期増加額は、令和元年度の利益処分によるものです。当期減少額は、当該積立金の使途に沿った費用発生によるものです。

（注 ２）当期減少額は、当該積立金の使途に沿った費用発生によるものです。

その他

貯　蔵　品 185,374 161,216 0 185,374 0

（単位：円）

種　　　　類 期首残高

当期増加額 当期減少額

期末残高 摘　要当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替

161,216

（単位：円）
区　　　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

計 4,717,680,000 0 0 4,717,680,000
資　本　金

地方公共団体出資金 4,717,680,000 0 0 4,717,680,000

資本剰余金

資本剰余金 0

　目的積立金 30,379,862 3,890,294 2,895 34,267,261

差　　　引　　　計 △ 1,394,663,367 △ 76,316,655 2,895 △ 1,470,982,917

計 30,383,862 3,890,294 2,895 34,271,261

　地方公共団体からの譲与 4,000 0 0 4,000

損益外減価償却累計額 △ 1,425,047,229 △ 80,206,949 △ 1,505,254,178

（単位：円）

区　　　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

合　　　　　　計 122,988,776 35,096,462 42,465,768 115,619,470

前中期目標期間繰越積立金 57,870,389 0 0 57,870,389 （注 ２）

教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設
設備の改善等積立金

65,118,387 35,096,462 42,465,768 57,749,081 （注 １）
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②目的積立金の取崩しの明細

（１１）運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

①運営費交付金債務

②運営費交付金収益

（１２）地方公共団体等からの財源措置の明細

該当事項はありません。

（１３）役員及び教職員の給与の明細

（注１）役員に関する報酬等は、「公立大学法人岐阜県立看護大学役員報酬規程」に基づいて支給しています。

（注２）教職員の給与は、「公立大学法人岐阜県立看護大学職員給与規程」に基づき、教員の退職手当は、「岐阜県立看護大学職員退職手当

（注３）役員、教職員の支給人員は、期間における平均支給人員を記載しています。また、退職給付の支給人員には総支給人員を記載しています。

（注４）報酬又は給与欄には各手当を含み、法定福利費は含みません。

（１４）開示すべきセグメント情報

当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略します。

（単位：円）

区　　　　　　分 金　　　　額 摘　　　　　　　　　　　要

目的積立
金取崩額 教育研究の質の向上並びに組織運

営及び施設設備の改善等積立金

38,575,474
教育目的の少額備品の購入、教育研究の質の向上並びに組織運営改善目
的の費用発生による

その他 3,890,294 教育目的の固定資産の購入

計 42,465,768

（単位：円）

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額
当期振替額

期末残高

0
令和２年度 0 787,133,575 751,409,861 31,075,000 782,484,861 4,648,714

運営費 資産見返 小　　　計
令和元年度 19,398,582 0 19,398,582 0 19,398,582

（単位：円）
業務等区分 令和元年度交付分 令和２年度交付分 合　　　　計

合　　　計 787,133,575 770,808,443 31,075,000 801,883,443

役　　員

常　勤 14,976,012 1 29,500,068

期間進行基準 0 52,911,000 52,911,000
費用進行基準 19,398,582 694,955,286 714,353,868

合　　　　計 19,398,582 751,369,861 770,768,443

（単位：円、人）

区　　　　分
報酬又は給与 退職給付

支　給　額 支給人員 支　給　額 支給人員

1

計 16,096,089 5 29,500,068 1

非常勤 1,120,077 4 0 0

39,994,373 4常　勤 501,679,578 72

合　　計

常　勤 516,655,590 73 69,494,441 5

536,218,641 98

教職員

計

非常勤 34,539,063 26

計 552,314,730 103

非常勤 35,659,140 30 0 0

0 0

39,994,373 4

69,494,441 5

　規程」に基づき支給しています。

過年度修正分 0 3,503,575 3,503,575
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（１５）業務費及び一般管理費の明細

教育経費

消耗品費

備品費

印刷製本費

水道光熱費

旅費交通費

通信運搬費

賃借料

保守費

修繕費

損害保険料

行事費

諸会費

会議費

報酬・委託・手数料

奨学費

減価償却費

研究経費

消耗品費

備品費

印刷製本費

水道光熱費

旅費交通費

通信運搬費

賃借料

修繕費

諸会費

会議費

報酬・委託・手数料

雑費

教育研究支援経費

消耗品費

備品費

印刷製本費

水道光熱費

旅費交通費

（単位：円）

11,081,348

6,383,179

4,741,889

8,422,952

4,316,408

21,640

41,963,084

10,988,100

738,720 95,683,118

12,771,546

2,423,029

4,317,322

84,567

1,800

19,200

25,000

154,880

194,920

1,938,000

274,500

14,570,188

31,461 39,134,501

2,859,109

836,462

4,780,330

125,291

403,557

349,137

5,043,210

533,500

0

1,821,169

0
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通信運搬費

賃借料

修繕費

諸会費

報酬・委託・手数料

減価償却費

図書費

雑費

役員人件費

報酬

賞与

退職給付費用

法定福利費

教員人件費

常勤教員給与

給料

賞与

退職給付費用

法定福利費

職員人件費

常勤職員給与

給料

賞与

退職給付費用

法定福利費

非常勤職員給与

給料

法定福利費

一般管理費

消耗品費

備品費

印刷製本費

水道光熱費

旅費交通費

通信運搬費

賃借料

車両燃料費

27,035,135

268,500

37,722,528

2,421,274

17,073,668

6,600

16,500

680,649

301,805,182

115,850,603

38,234,214

92,622,733

12,040,077

4,056,012

29,500,068

1,772,453 47,368,610

13,133,715 98,917,667

34,539,063

63,865,922 519,755,921 519,755,921

63,075,282

20,948,511

1,760,159

63,251

1,026,585

237,241

78,594

4,736,314 39,275,377 138,193,044

4,658,106

1,407,461

3,527,798

585,200
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福利厚生費

保守費

修繕費

損害保険料

広告宣伝費

諸会費

報酬・委託・手数料

租税公課

減価償却費

交際費

雑費

（１６）寄附金の明細

（１７）受託研究の明細
　該当事項はありません。

（１８）共同研究の明細
　該当事項はありません。

（１９）受託事業等の明細
　該当事項はありません。

（２０）科学研究費補助金等の明細

1

13

2

16

（注）間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外数として（　）内に記載しています。

707,829

852,480

25,073,021

2,674,800

5,579,334

32,101

0 91,251,783

41,315,384

1,960,402

132,000

1,340,196

大学 333,609 168

合　　　　計 333,609 168

（単位：円）
区　　　　分 当期受入額 件　　　数 摘　　　　　要

（円） （件）

基盤研究（B)
(300,000)

90,000

（単位：円）

種　　　目 当期受入額 件　　数 摘　　要

若手研究
(400,000)

120,000

合　　　計
(5,620,000)

1,686,000

基盤研究（C)
(4,920,000)

1,476,000
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（２１）上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

①現金及び預金の明細

②資産見返物品受贈額の明細

③未払金の明細

合　　　　計 94,193,945

　普通預金 215,131,713

　定期預金 50,000,000

（単位：円）

区　 　分 残　　 高 摘　 　要

　現金 890

57,256,493

　工具器具備品に係る分 2

合　　　計 265,132,603

（単位：円）

区　 　分 残　　 高 摘　 　要

その他 11,788,125

合　　　計 373,224,381

（単位：円）

相　　手　　先 残　　　　高 摘　　　　要

退職金 63,310,599

西日本電信電話株式会社 4,481,036

株式会社紀伊國屋書店 2,578,360

株式会社岐阜造園 1,911,250

有限会社ユウワ 1,754,500

中部電力株式会社 1,175,666

株式会社亀太 1,453,010

アズビル株式会社 1,320,374

株式会社　岐中販警備部 1,051,600

印刷の一誠社 1,688,885

井上精機株式会社 1,680,540

　その他投資その他の資産に係る分 52,030

　図書に係る分 315,915,855

　車両運搬具に係る分 1

　構築物に係る分
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